











由とした監視カメラの増設や電話やメールの盗聴、おとり捜査の許容、一般的な重罰化、死刑の存置、共謀罪の新設、個人情報の国による管理強化などを許容する意見が 国民の間で強くなってきているように思う。このような傾向は、オウム真理教による地下鉄サリン事件や九・一一テロをはじめとしてヨーロッパ各地で繰り返されているテロ事件などによって、ますます強くなっている。このような考えの背後にあるのは社会と絶対的に敵対する者が同じ生活空間に存在するという治安感覚である。刑罰 通じて法的な贖罪をうながし、いくら社会復帰の手段を尽くしても、彼らは決してわれわれ 「仲間や同胞」にはなりえ のだから、彼らにはそもそも（善良な市民を前提とした） 〈人権〉を認めるべきではないという議論にもつながる。そのような〈犯罪者〉 対しては、危険の兆候が少しでもあれば積極的に警察力を投入すべきであって、実害が発生してから警察が介入し も手遅れであるという意見は、一見説得力があるようにみえ は犠牲にする利益もはかり知れない。現代こそ感情に流されない冷静で慎重な議論が必要だと思う。対立点は対立点お互いにギリギリの議論をす 中で妥協可能接点を何とか見つけ出す。法律学は本来そんな努力をもっとも得意とする、議論の学問 あったはずである。
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